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１．はじめに
　日本では少子高齢化が進行した結果，高齢者人口
は2013年には3100万人を上回り，高齢化率は25.1％
となった1）．加えて，高齢者夫婦世帯や高齢者単独
世帯の大幅な増加も見込まれている．このような状
況の中で，いわゆる団塊の世代の全てが75歳以上と
なる2025年に向けて取り組むべき課題として，地域
包括ケアシステムの構築が重要とされている2,3）．地
域包括ケアシステムとは，ニーズに応じた住宅が提
供されることを基本として，生活上の安全・安心・
健康を確保するために，医療や介護のみならず，福
祉サービスを含めた様々な生活支援サービスが日常
生活の場で適切に提供できるような地域での体制で
ある4）．しかし，現状では，訪問リハビリテーショ
ンの地域偏在やサービス提供量の不足，医療分野と
介護分野の連携の不十分さ，等の指摘がみられる5）．
そして，地域包括ケアシステムの効果的な実践には，
介護分野でのリハビリテーションの充実が期待され
ており，生活期リハビリテーションを理解し実践で
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要　　　約

　本研究は，理学療法士養成校の学生が持っている医療系職場と介護系職場についての就業場面を想
定したイメージとしての職業意識に着目し，その傾向を把握することを目的とした．本学理学療法専
攻1年生44名，4年生49名を対象に質問紙を用いた横断的調査を，職業意識に関する項目について実施
した．そして，1，4年生の各学年内および各学年間での医療系職場と介護系職場の2条件間の職業意
識を分析した．
　その結果，両学年ともに医療系職場に比べて介護系職場の職業意識が低い傾向が示された．介護系
職場は医療系職場と比較して仕事の将来性が少なく給与も低いが，仕事は気楽だと学生達は捉えてい
る傾向がみられた．特に4年生は1年生に比べて介護系職場の将来性や成長の機会，給料や評判を医療
系職場よりも低く捉えている傾向が顕著であり，4年生が持つ介護系職場に対する職業意識の乏しさ
が明らかとなった．学生達の介護系職場への就職意識を高めるためには，臨床実習期間の検討や介護
系職場に関する具体的な情報提供等が重要だと考えられた．

きる理学療法士の必要性も高まっている6）．
　こうした背景から理学療法士の求人についても訪
問リハビリテーションや通所リハビリテーション，
介護老人保健施設等の介護保険領域の増加が見込ま
れている7）．しかし，実際には70% 以上の理学療法
士が病院・診療所に勤めており8），理学療法士の勤
務状況は医療系職場に偏在している . このような状
況に対しては，介護分野のリハビリテーションの必
要性を理解し，確かな技術を実践できる理学療法士
を養成していくことが，国民の生活の質の向上につ
ながり，専門職としての理学療法士の発展に寄与す
ることになると考えられる．
　そこで，理学療法士の養成校としては，まずは理
学療法学を学んでいる学生の職業意識の現状を把握
し，将来を見据えた教育方法を模索すべきだと考え
る．しかし，理学療法士養成校の学生を対象とした
就職に関する先行研究では，就職先選定の要因や動
機を調査したものや就職状況に関する現状を報告し
たものが散見されるものの9-11），学生を対象に理学
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療法士が勤務している分野や職域別に職業意識を比
較した報告はみられない．そこで，本研究は，理学
療法士養成校である本学に在籍している学生が持っ
ている医療系職場と介護系職場に対しての職業意識
に注目し，その傾向を把握することを目的とした．
なお，職業意識とは，職業に関する意識や態度とし
て職業興味やレディネス，志向等の領域から形成さ
れるものである12）．本研究では，将来，理学療法士
として就職する可能性のある職場に対して，就業場
面を想定したイメージとしての職業意識に着目した．

２．方法
　対象は，2013年9月に在籍している本学理学療法
専攻1年生44名，4年生49名とした．方法は，質問紙

を用いた横断的調査を2013年9月24日～10月1日の期
間に実施した．データ収集方法は，学年ごとに日時
を変えて集合してもらい，無記名の自記式質問用紙
を一斉配布した．回答には1週間の期間を設けて，
講義時間以外に学生が自由に出入りできる教室に設
置した回収箱に，回答済みの質問紙を提出してもら
う留置回収法とした．なお，対象者には事前に口頭
および文書にて本調査の趣旨と目的を説明し，同意
が得られた場合のみ回答を求めた．本調査は，川崎
医療福祉大学の倫理委員会の承認を得た後に実施し
た（承認番号：413）．
　調査内容は，個人属性としての学年と職業意識に
関する項目で構成した．図1に使用した質問紙を示
した．職業意識は，将来，理学療法士として働く上で，

図1　職業意識に関する調査票
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選択するであろう就職先についての考えを聞くため
に，職業意識として若林らの職業志向尺度（1983）
を活用した12）．この尺度は仕事の条件や期待，好み
が概念的内容となっており，本研究では，仕事の将
来性等の専門職意識と給与，等の労働条件に着目し
た．具体的な質問項目内容は，専門職意識・労働条
件に関するものとして「自分の力で何かを成し遂げ
る機会」，「仕事の上での自己の将来性」，「仕事上の
責任の重さ」，「仕事を通じ勉強し成長する機会」，「創
造性・独創性を発揮する機会」，「仕事が自由にまか
される機会」，「高い給与やボーナス」，「仕事の気楽
さ」，「勤め先の世間での評判」を質問項目とした．
評定尺度は，長谷川らの先行研究を参考に4段階と
し，各質問項目ごとに「全くあてはまらない」，「あ
まりあてはまらない」，「だいたいあてはまる」，「す
ごくあてはまる」のうち，いずれか一つを選択させ
た13）．評定は，「全くあてはまらない」を1点とし4
点までの配点とした．そして，1，4年生それぞれの
学年における医療系職場と介護系職場の比較のため
に，各職場に対して，同様の質問項目を用いて回答
を求めた．なお，本研究では1年生の専門科目に関
する理解度を考慮し，医療系職場を急性期や回復期
の病院および診療所，介護系職場は介護保険領域下
での職域として訪問及び通所リハビリテーション，
介護老人保健施設，介護老人福祉施設を位置づけた．
　統計学的解析は，各質問項目に対して ,1，4年生
の各学年内における医療系と介護系職場の2条件間
での職業意識に関する比較を，Wilcoxon の符号順
位検定を用いて実施した．さらに，1，4年生の学
年間の2条件での医療系職場と介護系職場の職業意
識の比較を，Mann-Whitney の U 検定で行った．
有意水準は5％未満とした．なお，解析には，SPSS 

Statistics ver.20 for Mac を使用した．

３．結果
　分析対象者は，回答に欠損のない1年生41名，4年
生42名とした．質問紙回収率は89.2% であった．職
業意識の質問項目に対する1，4年生の学年内 , 学年
間の職場比較の結果を表１に示した．
　各学年内の職場比較を個別にみると1年生では，
専門職意識の「自分の力で何かを成し遂げる機会」
や「仕事を通じ勉強し成長する機会」，「創造性・独
創性を発揮する機会」，「仕事が自由にまかされる機
会」の4項目と労働条件の「勤め先の世間での評判」
にて医療系職場と介護系職場に有意差は認められな
かった．しかし，専門職意識の「仕事の上での自己
の将来性」や「仕事上の責任の重さ」および労働条
件の「高い給与やボーナス」は介護系職場が有意に
低値であったが，労働条件の「仕事の気楽さ」のみ
介護系職場が有意に高値であった．4年生では，専
門職意識の「自分の力で何かを成し遂げる機会」，「創
造性・独創性を発揮する機会」の2項目にて職場間
での有意差は認めなかった．「仕事の上での自己の
将来性」や「仕事上の責任の重さ」，「仕事を通じ勉
強し成長する機会」等の専門職意識 , および「高い
給与やボーナス」や「勤め先の世間での評判」等の
労働条件では介護系職場が有意に低値であった．し
かし，「仕事が自由にまかされる機会」と「仕事の
気楽さ」のみ介護系職場が有意に高値であった．
　各職場の学年間比較については，医療系職場では
専門職意識の「仕事を通じ勉強し成長する機会」の
項目で1年生と比べて4年生が有意に高値であった．
しかし，「仕事が自由にまかされる機会」と労働条
件の「高い給与やボーナス」では，4年生と比較し

表1　職業意識の1，4年生の学年内 , 学年間比較
質問項目 医療：1年生（n=41） 介護：1年生（n=41） 医療：4年生（n=42） 介護：4年生（n=42）
（専門職意識）
1. 自分の力で何かを成し遂げる機会 3.5±0.6 3.4±0.6 3.5±0.6 3.2±0.7　　n.s
2. 仕事の上での自己の将来性 3.4±0.6 3.2±0.6 3.4±0.6 2.8±0.7　　a,b,d
3. 仕事上の責任の重さ 3.8±0.5 3.6±0.5 3.8±0.5 3.4±0.7　　a,b
4. 仕事を通じ勉強し成長する機会 3.6±0.6 3.5±0.6 3.9±0.3 3.0±0.8　　b.c.d
5. 創造性・独創性を発揮する機会 3.2±0.7 3.2±0.8 2.9±0.6 3.0±0.9　　n.s
6. 仕事が自由にまかされる機会 2.8±0.7 3.0±0.8 2.5±0.7 3.4±0.7　　b.c.d
（労働条件）
7. 高い給与やボーナス 3.0±0.7 2.7±0.6 2.5±0.9 2.2±0.6　　a.b.c.d
8. 仕事の気楽さ 2.2±0.8 2.4±0.8 2.0±0.8 2.7±0.9　　a,b,d
9. 勤め先の世間での評判 3.2±0.7 3.2±0.7 3.3±0.7 2.8±0.6　　b.d

mean ± SD　　　　n.s:not significant　a; 医療：1年生と介護：1年生との有意差あり
　　　　　　　　　　　　 　　　　　　b; 医療：4年生と介護：4年生との有意差あり
　　　　　　　　 　　　　　　　　　　c; 医療：1年生と医療：4年生との有意差あり
　　　　　　　　 　　　　　　　　　　d; 介護：1年生と介護：4年生との有意差あり
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て1年生が有意に高値となっていた．その他の項目
間に有意差は認められなかった．介護系職場では，
専門職意識の「仕事の上での自己の将来性」，「仕事
を通じ勉強し成長する機会」と労働条件の「高い給
与やボーナス」や「勤め先の世間での評判」の項目
で1年生と比べて4年生が有意に低い値を示した．一
方，「仕事が自由にまかされる機会」と「仕事の気
楽さ」の項目については，1年生よりも4年生が有意
に高値であった．その他の項目間に有意差は認めら
れなかった．

４．考察
　多くの理学療法士が病院や診療所で勤務し，理学
療法士養成校の学生もそのほとんどが医療施設への
就職を志望する一方で，介護保険領域で就労する理
学療法士は極めて少ない状況にある14）．しかし，超
高齢社会に対する介護分野のリハビリテーションの
必要性は高く，そのための人材育成は理学療法士養
成施設にとっては急務である．そこで，理学療法学
を学んでいる学生の介護分野に関する職業意識の現
状を把握し，将来を見据えた教育方法を検討するこ
とが必要だと考えた．本研究では，まずは現状を把
握することを目的に理学療法士養成校の学生が持っ
ている医療系職場と介護系職場の職業意識の傾向を
把握した．研究結果を整理すると以下のことが指摘
できる．
　専門職意識の「仕事の上での自己の将来性」の項
目について，1，4年生ともに医療系職場に比べて介
護系職場が有意に低く，学年間比較では4年生の介
護系職場が有意に低かった．つまり，就職選定時期
の4年生が , 医療系職場に比べて自己の将来性を低
いと考えている傾向が見られた．4年生が介護系職
場の将来性が低いと考えている本結果は，介護分野
への就職者が少ない一因となっている可能性が示唆
された．また，「仕事を通じ勉強し成長する機会」は，
学年内比較にて4年生が医療系職場に比べて介護系
職場が有意に低く，学年間比較でも4年生の介護系
職場で有意に低値であった．4年生は，最終学年次
の必修科目である臨床実習を経験しているが，指導
要領にて臨床実習18単位中の12単位上は病院等の医
療機関でなければならない，とされている8）．その
結果，臨床実習にて4年生の多くは，医療機関での
実習のみしか経験せずに卒業する状況にある．臨床
実習とは，理学療法士養成カリキュラムの中でも重
要な科目であり，実際の患者を通して実用的なスキ
ルを習得することが中心である15）．つまり，学生達
は医療系職場の臨床実習では，指導者からの技術指
導を受けながら実習を展開していく中で，自己の成

長を認識し，将来を具体的に考えていくことができ
る16）．しかし，介護系職場では，臨床実習そのもの
を経験する機会が少ないため，そこでの将来像をイ
メージしたり，成長を実感することは，非常に難し
いことだと思われ，このような結果になったと考え
られる．
　「仕事が自由にまかされる機会」の項目は，4年生
において医療系職場に比べて介護系職場で有意に高
く，学年間比較でも介護系職場にて1年生に比べて4
年生が有意に高値を示した．急性期・回復期とは異
なり，介護保険領域の理学療法は，日常生活の自立
支援と生活全般の活性化を目的としている17）．その
ために，個別対応だけでなく介助方法の指導や集団
治療体操，レクリエーション等の手段も用いられて
いる．そして，養成校での高齢者介護や福祉に関す
る講義を受講してきた4年生は，1年生よりもレクリ
エーションプログラムやアクティビティー課題の作
成，介助方法の検討等を学習している．つまり，病
院や診療所の個別対応だけではない介護分野での理
学療法士業務に関する知識が，このような結果につ
ながった要因だと考えられる．また，「仕事の気楽
さ」について1，4年生ともに介護系職場の方が高く，
学年間の比較でも4年生の介護系職場が有意に高い
値を示した．介護保険領域の理学療法では，高齢者
の暮らす生活の場でケアと合わせて実施される場面
も多く，レクリエーションによる生活の活性化を目
的とした介入も行われる．それらが気楽さというイ
メージにつながったものと考えられる．さらに，前
述のように臨床実習を経た多くの4年生が，介護系
職場での実習を経験していない．臨床現場での実践
活動の体験が医療系職場に偏っていることも，これ
らの結果に影響していると考えられる．現実的には，
介護保険施設においても業務の過重によるバーンア
ウト等の問題も多くみられることからも18），学生達
には幅広く正確な情報を伝えなければならないと思
われる．
　労働条件に関する質問項目の「高い給与やボーナ
ス」は1，4年生ともに医療系職場に比べて介護系職
場にて有意に低かった．近年，介護労働者の低賃金
は , 社会問題としてテレビ等のメディアで取り上げ
られており，介護職員の離職率が賃金の水準と関
連することも柏原によって指摘されている19）．つま
り，社会問題にまで発展しているイメージによっ 
て20），介護分野で働く理学療法士に対しても介護職
員と同様に低賃金だと認識されることにつながった
と思われる．また，学年間の比較では，医療系職場，
介護系職場ともに4年生が有意に低かった．4年生は
1年生と比べて，臨床実習施設の理学療法士から具
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体的な待遇に関する情報を聞く機会や，大学にて就
職先の求人情報に触れる場面もあり，待遇等を具
体的に確認していることも影響している可能性があ
るが，今後の詳細な実態調査が必要である．また，
「勤め先の世間での評判」は学年内比較では4年に
て介護系職場で有意に低く，学年間比較では介護系
職場にて4年生が有意に低値を示した．つまり，4年
生は，医療系職場に比べて介護系職場で働く理学療
法士の世間での評判が低いと感じているが，1年生
は医療系職場も介護系職場も評判に差はないと捉え
ている．このような結果がみられたのは，イメージ
や医科大学附属病院を併設している本学を志望して
きた学生達を研究対象としたことの影響も推察され
るが，この点についてもさらなる今後の具体的検討
が必要であろう．
　専門職意識に関する質問項目の「自分の力で何か
を成し遂げる機会」や「創造性・独創性を発揮する
機会」では，学年内，学年間に差はみられなかった．
これは，個人の力量により対処する事柄だと捉えて
いたからだと考えられる．「仕事上の責任の重さ」は，
学年内比較においては，1，4年生ともに介護系職場
が有意に低かったが，学年間比較では差はみられな
かった．両学年ともに，理学療法士が対象者の人生
に関わる仕事としての責任を持っていることを理解
している状況が明らかとなった．

　理学療法士は，理学療法士及び作業療法士法に
よって医療職として位置づけられているが21），地域
包括ケアシステムの進展に伴う環境の変化によっ
て，その専門性を活かした介護分野での積極的な
介入が期待されている．しかし，介護保険領域での
業務に理学療法士として抵抗感を持っている者がい
ることも西本らの研究によって明らかとなってい 
る22）．理学療法士養成校の段階で，様々な分野で専
門性を発揮することの大切さを教育場面で指導する
ことが，超高齢社会の国民の健康保持のために活躍
できる専門職集団の確立につながると考えられる．
そして，学生達の介護分野への就職意識を高めてい
くには，実習施設や形態，実習期間の検討，介護系
職場に関する具体的な情報提供等が今後，必要だと
考えている．しかし，先にも述べたように本学は，
医科大学附属病院が併設されており，在籍している
学生達は早期から見学や評価実習を経験するという
特徴を持っている．つまり，本研究は，本学の学生の
職業意識に関する傾向のみを検討したものであり，
養成校の特徴も影響していると考えられるため，結
果の一般化は困難である．今後は，複数の理学療法
士養成校を研究対象として職業意識の現状把握を行
い，各々の養成校の教育カリキュラムや求人状況等
を調査し，具体的方策を検討していく必要がある．
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Abstract

　The purpose of this study was to identify differences in job perceptions as their supposed image of the 
employment scene related to medical and care based workplaces among physical therapy students. Forty-four first 
year and forty-nine fourth year students studying with a physical therapy major at a university participated in this 
study. A cross-sectional questionnaire survey was used. We analyzed the data and using both the year of study and 
the workplace as independent variables. Results showed that both the first and fourth year students had a more 
positive attitude to working in medical facilities. The results suggested that possible reasons for this attitude were 
that care workplaces were perceived as having lower prospects, lower salary and a lower professional standard. In 
particular, when compared with first year students, fourth year students had a stronger perception of the negative 
aspects of working in a care facility. Therefore, we suggest that it is important to promote the benefits of working in 
care facilities and workplaces to students and make further consideration of the clinical training term.
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